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1.  概論 

1.1 まえがき 

この次世代自動車用車載・インフラ電源システム調査専

門委員会は二つの軸で活動してきた。一つは，自動車用の

電源システムの定点観測による電源技術の動向調査，もう

一つは，カーボンニュートラル（以下 CN と記述）社会を実

現する方策の一つとして自動車業界と電力・エネルギー業

界を代表する電力インフラとの連携について調査してき

た。 

その結果，電動車両は CO2低減のシームレ

スな拡大移行戦略としてとらえることがで

きること，また，CN 社会実現のために自動

車業界と電力業界はどのように連携すれば

よいのか，電力部門と産業応用部門との合同

で研究会とフォーラムを実施したことによ

りその課題と解決の方向性が見えてきたた

め，ここに報告する。 

1.2 本報告書の狙い 

本報告書の狙いは，自動車電源開発に携わ

る全ての人にその技術動向を CO2 低減とい

う観点でどのようにとらえることができる

のかを共有すること，そして，CN 社会のポ

イントである日本の電力エネルギー改革の

状況を自動車側が認識し，V2X（Vehicle to Something）に対

する自動車業界及び電力業界が双方に対して認識している

課題を互いに理解し，その解決に一歩踏み出し，CN 社会の

実現に資することを期待している。 

1.3 電動車両の電力負荷としてのインパクト 

現状は累積高高 26 万台程度の電動車両(1) （以降，特別な

断りがない限り，EV，PHEV，FCEV を指す）であるため電

力インフラへの影響はほとんどないが，菅首相の 2050年 CN

宣言によって，社会の電化が進み，電動車両の台数は 5,000

万台レベルを想定する試算がある(2)。この台数を充電すると

社会へのインパクトは非常に大きなものとなるが，このよ

うな事態が現実味を帯びるものとなった。 

1.3.1 インパクトの具体例：計算例 

想定は，上述したように電動車両の台数を 5,000 万台とす

る。これは日本の乗用車保有台数 6,200 万台の内，5,000 万

台が電動車両という想定である。また，電動車両の電池仕

様は日産リーフの 62kWh とする。毎晩 8 時間充電し満充電

にすると想定する。すると充電電力は 62kWh÷8hr≒8kW。

したがって充電に必要な電力は， 

8kW×5,000 万台＝4 億 kW となる。 

一方，日本の最大発電能力は，約 2.7 億 kW である(3)。 

すなわち，一晩中充電しているだけで日本の発電能力を

上回る電力需要となりこのままではブラックアウトする。 

1.4 カーボンニュートラル社会の電動車両への期待 

電力業界は 2050 年 CN の対応として，大量の再生可能エ

ネルギーの導入，火力発電所の燃料を化石燃料からアンモ

ニア，植物由来の燃料，水素などに変更すること，また火

力発電所から排出される CO2 を水素でメタン化し再び発電

所で燃焼させるメタネーション，排出される CO2 の回収，

保管などが必要とされている（図 1.4.1参照）。 

 

図 1.4.1 CN への転換イメージ(4) 

Fig.1.4.1. Image of transition to CN 

 

このうち再生可能エネルギーの大量導入は，最優先で検

討されており，国の政策として計画が進んでいる。しかし，

再生可能エネルギーのうち，太陽電池や風力発電は季節や

天候によって変動が大きく，火力発電など出力が調整でき

る変動対応とセットで使い，蓄電池などのエネルギーを蓄

積する手段と組み合わせる必要がある（図 1.4.2参照）。 

しかし，蓄電池のコストが高いのが問題である。 

 

 

図 1.4.2 再生可能エネルギー使用時の火力発電の制御(5) 

Fig.1.4.2. Image of thermal power plant control while using 

renewable energy power 
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